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1  本稿は、経済産業研究所「経済産業政策分析・評価支援システムの開発」 （代表者：戒能
一成）における政策情報データベース収集作業の一環として行われている。本稿作成に当
たり、川口大司氏、金榮愨氏（一橋大学） 、元橋一之氏（東京大学） 、乾友彦氏（日本大学） 、
田邉勝巳氏（慶應義塾大学）から、有益な示唆を得た。記して、感謝したい。   2
１． はじめに 
生産性は、一国の経済成長を基底する要因として、資本投入・労働投入とならぶ重要な




や EUKLEMS Database のように、大規模プロジェクトによる産業別の生産性国際比較研究
が行われている。わが国においても、慶應義塾大学産業研究所を中心とした KEO データベ













  本稿の構成は以下のとおりである。 第 2 節では、 そもそも生産性とは何かという点から、
ミクロ・データによる生産性の計測方法、ならびにその問題点や対象方法など主に方法論
について議論し、第 3 節以降でトピックごとに研究を紹介する。具体的には、第 3 節では、
参入・退出と生産性、第 4 節では、グローバリゼーションと生産性の関係、第 5 節では、
イノベーション・制度改革の生産性への影響について分析した既存研究を紹介する。最後







                                                        
2  生産性分析全般について幅広く論じたものとして、中島 (2001) があり、マクロ的な視点
からの近年の生産性分析をサーベイしたものとして、 乾・権 (2004) がある。 また、 ミクロ・
データを用いた生産性分析のサーベイとしては清田 (2006) があるが、本稿では、より幅広


























                                                        















指標は、生産活動の効率性指標として適切ではないと言える。   4
作成すればいいのだろうか。まず、労働生産性は、生産に投入された生産要素のうち、労
働のみに注目した指標になっている。しかし、実際には、モノづくりには、原材料と機械・
道具も必要となる。 こうした全ての生産要素を集計した値を X とし、 生産量を Y とおくと、

















要素 X として K を資本ストック、L を労働投入とするとき、生産関数（投入量と生産量の
関係を数式で示したもの）をコブ－ダグラス型で定義すると、次のように表される。 
β αL AK AX Y = = ,        (3) 
このとき、





A = = =
投入量
生産量 ,          (4) 
より、A は全要素生産性であることがわかる。実際には、(3)式の対数をとった以下の(5)式
を推定した残差 u を全要素生産性と定義するか、あるいは、(6)式のように、生産性に影響
を及ぼしそうな要因 Z を説明変数に加えて、その係数をみることで、要因 Z の生産性変動
への影響を分析することができる。 
u L K a Y + + + = ln ln ln β α ,      (5) 
u Z Z L K a Y + + + + + = 2 2 1 1 ln ln ln γ γ β α .   (6) 
  ただし、この方法の場合、生産要素の数が多くなると多重共線性が生じて、α や β の推計
値が不安定になることも少なくない。そのため、(ii)の指数算式による集計指数が用いられ
ることも多い。具体的には、まず、Y を生産量、X を投入量とするとき、TFP の変化率を(7)
式のように定義する。 
( ) 1 1 ln ln ln ln − − − − − = Δ t t t t X X Y Y TFP ,     (7) 
指数算式としては、以下に示される Traqivist 指数がよく用いられている。具体的には、投
入要素が資本投入 K と労働投入 L であるならば、   5
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変化をみることができないので、 平均的企業からの乖離として指数を計算する。 すなわち、 
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でリンクすることにより、クロスセクションでも時系列でも比較可能な生産性指標となる。
この方法は、Caves, et al. (1982)、Good, et al. (1997)  などで用いられた手法であり、現在では
幅広く利用されている。 
  (5)式のような生産関数を推計して TFP を計測する場合については、 固定効果モデル(Fixed 
                                                        
4  ミクロ・データを用いて「研究開発投資を行っている企業ほど生産性が高い」という結果




は、因果関係の検証において、Propensity Score Matching や System GMM という手法を用い





マッチング手法が利用できるようになる。 なお、 Propensity score Matching による政策評価に
関する包括的な議論は黒澤 (2005) を参照せよ。System GMM については、補論 C を見よ。    7
Effects model)などのパネル回帰分析手法を用いる場合もあるが、近年の研究では、Olley and 






どで(5)式の係数を推計するとバイアスが生じることが知られている。Olley and Pakes (1996)
や Levinsohn and Petrin (2003)  は、 こうしたバイアスを避けるために開発された手法である。  
 
２．４．生産性分析における留意点 






















データを用いて分析したものとしては、 日本の国際電気通信業(KDD)を分析した Nakajima et 
al. (1993)  がある。彼らの研究によると、KDD の生産性成長の大半は規模の経済性で説明さ
                                                        
5  厳密な議論は、かなりテクニカルなものになるので、補論 A ならびに、そこで引用され
ている文献を参照されたい。   8
れることを報告している。 後者については、 工業統計の規模別集計表を用いた Nakajima et al.   
(1998)、あるいは、上場企業財務データによるパネル・データを用いた Nakajima et al. (2007)













は、産業別データを用いた研究が中心であり、Hall (1998) や Roeger (1995)、日本のデータ
による研究では、馬場 (1995)、乾・権 (2004) などがある。ミクロ・データを用いたものと
しては、Nishimura, et al. (1999)が企業財務データを用いてマークアップ率の計測を行ってい


















                                                        
6  この点については、Katayama, et al. (2003)  や、Foster, et al. (2005)  を参照のこと。   9
た一部の研究においても、まずヘドニックアプローチにより価格指数の品質調整を行い、
品質調整済みの産出指標を推計して、 TFP を計測する研究が行われている。 欧米の研究では






たとえば、米国の小売業を対象とした Ratchford (2003)  や、日本の水道業を対象とした浦上   





こうした点を明示的に扱って分析しようとする手法が、Data Envelopment Analysis (DEA)  と
















                                                        
7  宇都宮論文については、５.３を参照のこと。  
8  サービス価格変動と品質変化の関係については、佐和ほか (1989) が宿泊料のヘドニック
物価指数を、伊藤・廣野 (1992) が家賃を、南部ほか (1994) が医療費等を研究している。
サービス価格を含む、物価指数全般と品質変化の関係の定量評価については、白塚 (1998) 
の第 7 章が詳しい。 
9 TFP 指標と DEA、SFM を比較しながら整理した文献として、中島 (2001) の第 1 章第 2
節、衣笠 (2005) の第 5 章、第 6 章が挙げられる。また、DEA については刃根 (1993)、SFM
は鳥居 (2001) を参照されたい。また、Van Biesebroeck (2007)  では、生産関数の推定方法と
TFP の計測結果について、シミュレーション分析を行い、TFP 指数、DEA、SFM などによ








マクロ・産業レベルの生産性変動の要因分解は、米国の Baily, et al. (1992)  や Foster, et al. 
(1998)  の研究が嚆矢となって、 その後、 各国で研究が進められている。 Foster, et al. (1998)  の
研究に基づくと、マクロ・産業レベルの生産性水準 P は、各事業所の生産性水準 Piをその
シェア ωiで加重平均したものと定義される。 
∑ =




の生産性変化要因を分解する方法として、Foster, et al. (1998)  は、以下のような生産性 P の
変動要因分解式を提案している。 
( )
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ここで、stay は存続事業所、entry は参入事業所、exit は退出事業所である。右辺第 1 項は
シェアを一定としたときの個々の事業所の生産性変化による効果 （Within 効果、 固定効果） 、
第 2 項は生産性水準を固定したときのシェア変化による効果（シェア効果） 、第 3 項は生産
性変化率の高い事業所がシェアを拡大する効果（共分散効果） 、第 4 項は生産性の高い事業
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図１  生産性成長の要因分解 






















た Matsuura and Motohashi (2004)、卸小売、建築・土木、貨物輸送業の上場企業データを用
いた Aheane and Shinada (2004)  などの研究がある。 また、 生産性変動を要因分解し、 さらに、
グループ別にその寄与を計測した研究として、機械系製造業における多国籍企業の役割を
調べた松浦・元橋・藤澤 (2007) や、企業間ネットワークの有無別に生産性変動を要因分解
した元橋 (2005) などがある。 
このほか、 参入企業・退出企業の生産性の特性そのものに注目した研究も多数存在する。
たとえば、退出企業の生産性に注目した研究としては、工業統計表の個票データを用いた
清水 ・ 宮川 (2005) や中小企業庁 (2007） 、 企業活動基本調査を用いた西村 ・ 中島 ・ 清田 (2003)、
Nishimura, et al. (2005)、清田・滝澤 (2008) などがある。これらの研究では、特に 1990 年代
の後半において、本来退出すべき生産性の低い企業が市場に滞留する傾向があることを指
                                                        
11 JIP ミクロデータベースは、Beaure Ban Dike 社の JADE データベース、CRD データベー
スを組み合わせたデータベースである。詳細は、深尾ほか（2008）の第 2 章第 6 節を参照
せよ。 
12  生産性変動パターンを国際比較した研究としては、 グルジア、 ハンガリー、 リトアニア、

































は生産性の高い企業のみとなる。こうした Melitz (2003) による輸出と生産性の関係に関す
る研究は、Helpman et al. (2004) によって、直接投資と生産性の関係へと拡張された。つま
                                                        
13  福田ほか (2007) では、 財務データを用いて、 メインバンク健全性が悪化している企業で、
長期貸出しの伸びと TFP の伸び率の間に負の相関がみられることを示し、生産性の低い企



















                                                        
14  以下を参照せよ：Antras (2003, 2005), Antras and Helpman (2004), Grossman and Helpman 
(2002, 2003, 2004, 2005), Grossman et al. (2005), Helpman (2006), Nunn (2007)。   14
という選択問題を考えた。ここでは海外の同一グループ企業から調達をする企業が、直接
投資を行っている企業である。こうした調達の方法は、不完備契約理論を用いて定式化さ

















ていない企業の生産性に比べ高いことは、米国を対象とした Bernard et al. (2007)、欧州諸国
を対象とした Mayer and Ottaviano (2008)などで分析が行われている。日本を対象とした分析
としては、 木村・清田 (2002)や Kimura and Kiyota (2006)、 Murakami (2005)、 若杉ほか （2008）




and Jensen (1998)、イギリスを検証した Girma et al. (2002)、東アジア諸国を検証した
Hallward-Driemeier et al. (2002)、中国を検証した Kimura et al. (2008) などが挙げられる。日
本に関してこの検証を行った研究には、木村・清田 (2003,  2004)、権ほか (2006)、深尾・天
野 (2003,  4 章)、村上・深尾 (2003)、村上 (2004)、Fukao and Murakami (2005)、Fukao, Ito, and 
Kwon (2005)、Kimura and Kiyota (2007)  が挙げられる。
16 
                                                        
15  複数国への直接投資を同時に検討している理論研究として、 その他に Ekholm et al. (2007)
と Yeaple (2003) が挙げられる。ただし、これらの研究では「企業の不均一性」が明示的に
モデル化されていない。 
16  輸出を行っている企業の生産性はそうでない企業の生産性に比べ高いという事実も、ア
メリカにおいて検証した Bernard and Jensen (1999)  を始め、多くの国において確認されてい
る。たとえば、コロンビア、メキシコ、モロッコにおいて検証した Clerides et al. (1998)、ド
イツにおいて検証した Bernard and Wagner (2001)、台湾において検証した Aw and Hwang   15
先に紹介したより複雑な理論的帰結についても、近年実証分析が行われ始めている。
Antras、Helpman、Grossman らによる理論的帰結は、部分的に Tomiura（2007）によってサ
ポートされた。Tomiura (2007)  は、商工業実態基本調査を用いて、企業の様々な生産性指標





標において観察された。ただし、Murakami (2005)  では、逆に海外グループ外企業と取引を




















を検証した研究には、Navaretti and Castellani (2004)  と Hijzen, et al. (2007)、Ito (2007)、乾・
                                                                                                                                                                    
(1995)、韓国と台湾を検証した Aw et al. (2000)、東アジア諸国を検証した Hallward-Driemeier 
et al. (2002)、カナダを対象とした Baldwin and Gu (2003)が挙げられる。日本を対象とした研
究には、Kimura and Kiyota (2006)  や Murakami (2005)  が挙げられる。 
17  本小節で扱う海外現地法人（海外グループ内企業）の設置とは異なって、海外グループ
外企業への各種業務委託 （Outsourcing） が国内の生産性にいかなる影響を与えているかを分
析している研究として、例えば Hijzen, et al. (2008)  や Ito, et al. (2008)  が挙げられる。 
18  そこでは、もともと生産性の水準もしくは成長率の高い企業が直接投資を行っていると
いう内生性が問題となることから、 2 節の脚注 4 で紹介した Propensity score matching method
が多く用いられている。   16
戸堂・Hijzen (2008)  が挙げられる。
19  Navaretti and Castellani (2004)  はイタリア国籍の企業
が海外進出に伴って有意に正の学習効果を得ていることを確認したが、日本国籍の企業の
海外進出を対象とした Hijzen, et al. (2007)、乾・戸堂・Hijzen (2008)  では、生産性に対する
学習効果の頑健的な結果を得ることが出来なかった。Ito (2007)  もまた日本国籍の企業の海














そこで近年では、HFDI と VFDI を分けたうえで、多国籍企業の学習効果が検証されてい




が正の学習効果を持たない HFDI を含んでおり、 その結果途上国向け FDI において、 平均的
に正の学習効果が検出されなかった可能性がある。そこで Hijzen, et al. (2006)  は、フランス
系の多国籍企業を対象としながらも、 Navaretti, et al. (2006)よりも精緻なFDI分類を行った。
彼らは、 「母国が比較優位を有する産業における先進国向け FDI」を HFDI として、 「母国が
比較優位を有しない産業における途上国向け FDI」を VFDI としてみなした。しかし、




                                                        
19  輸出の学習効果については Girma, et al. (2004) や Arnorld and Hussinger (2005)、Loecker 
(2007)  などが挙げられる。 
20 Ito  (2007) の最大の貢献は、他の研究とは異なって、製造業のみならずサービス産業の多
国籍企業を分析対象としていることである。結果として、サービス産業の海外進出企業は
正に有意な学習効果を得ているが、製造業の海外進出企業ではそのような学習効果が検出






Matsuura, et al. (2008)  は、事業所レベルの分析を行うことで、実際に企業が行った直接投資
に関連した業種に限定して生産性を計測し、分析に用いた。加えて、これまでの先行研究
とは異なった VFDI の HFDI 定義を用いた。具体的には、進出国向け販売（現地販売）が販

























かもしれない（脚注 16 を参照） 。こうした 4 つの経路などを通じて、多国籍企業の進出は
地場系企業の生産性に対して正の効果を与えると考えられている。 
                                                        
21  本小節では、Gorg and Greenaway (2004)、Crespo and Fontoura (2007)、戸堂 (2008) を参考




Chuan and Lin (1999) は、台湾を対象として正に有意な結果を得たが、モロッコを対象とし
た Haddad and Harrison (1993)  やウルグアイを対象とした Kokko et al. (1996)  では、 頑健的な
結果を得ることができなかった。
22そればかりか、Aitken and Harrison (1999) では、負に有















  まず、 スピルオーバー効果の出し手側の不均一性を分析した研究を紹介しよう。 第一に、
Todo and Miyamoto (2002, 2006)は、インドネシアを分析対象として、人的資源開発や研究開
発活動を行っている外資系企業の活動は地場系企業の生産性に正の効果を与えているが、
そうでない外資系企業の活動は有意に正の効果を与えていないこと明らかにした。第二に、
国籍によるスピルオーバー効果の不均一性が挙げられる：Banga (2003)、Girma and Wakelin 




均一性である：Girma (2005)、Girma et al. (2008)。とくに Girma et al. (2008)  は、直接投資を
「輸出目的（export-oriented） 」のものと「現地市場目的（market-oriented） 」のものに分けて
スピルオーバー効果を検証した。結果として、輸出目的の外資系企業は、負の競争効果が
                                                        
22  ただし、Chuan and Lin (1999)と同様に、Haddad and Harrison (1993)においても、生産性の
水準に対しては有意に正の影響を検出している。また Kokko et al. (1996)  も全サンプルでは









23：Kokko et al. 




業がスピルオーバー効果を享受できるという地理的不均一性である：Sjoholm (1999)、 Aitken 
and Harrison (1999)、Girma and Wakelin (2002)、Halpern and Murakozy (2007)。ただし、必ず
しもスピルオーバー効果の頑健的な地理的局所性が検出されているわけではない。第三に、
外資系企業と投入・産出関係を持つ地場系企業がスピルオーバー効果を享受できるという、
投入・産出関係の不均一である：Javorcik (2004)、Blalock and Gertler (2008)、Driffield et al. 

























後藤 (1993,  p.44) によれば、 研究開発投資の生産性の上昇への貢献を推定する研究は次の
ような二つに大別できる。第一に、ある技術や産業に焦点を当てた事例研究で、イノベー
ションからどの程度の収益が得られるかを詳細なデータを用いて分析するものである。た
とえば、Hybrid corn について分析した Griliches (1957)  が代表的である。他方で、生産関数
の枠組みで研究開発投資の収益率 (Rate of Return on R&D investment) への効果を分析する




て、後藤 (1993)、Goto and Suzuki (1989) がある。彼らの研究では、1976 年から 1982 年ま
での産業レベルのクロスセクションデータを用いて、研究開発投資の限界収益率を求めて
いる。そこでは、日本の製造業における研究開発投資の収益率は平均して 30％を超えた値
であることが示されている。また、1960 年から 1977 年までの日本の製造業のデータを用い
た Odagiri (1985)  では、 研究開発投資の 1％の増加に対して、 1 から 3％程度しか生産性成長
率の増加がないことが示されている
25。 他方で、 米国を対象とした産業レベルの分析として、





する実証分析も盛んに行われている。 たとえば、 日本を対象とした研究として、 Odagiri (1983) 




26％程度であることが明らかになっている。 また、 Odagiri and Iwata (1986)  は、 Nikkei NEEDS
の財務データを用いて、 1966 年から 1982 年の間における製造業に属する東証一部上場企業
の研究開発費比率 ( 研究開発支出/付加価値)  の全要素生産性成長率に対する効果を分析し




26 欧米を対象とした産業レベルの分析として、 米国を対象とした Scherer (1982)、 Griliches and 
Lichtenberg (1984) などがある。さらに、日本の産業レベルのデータを用いて、研究開発投
資の生産性への効果を分析したものとして、たとえば、Caves and Uekusa (1976)  がある。   21
ている
27。 この分析の推定結果は、 研究開発投資の収益率が 20％程度であることを示してい
る。また、Kwon and Inui (2003)  は、経済産業省が刊行している「企業活動基本調査」から、
1995 年から 1998 年までの 3830 の製造業企業に関するデータを用いて同様の分析を行って
いる。 結果として、 研究開発投資の収益率は 16％程度であることが示されている。 他方で、






and Mairesse (1984)  は、1966 年から 1977 年まで米国の 133 の企業レベルの労働生産性のデ
ータを用いて、研究開発投資の収益率の程度を推定している。この分析の結果は、研究開
発投資の収益率が 35％程度であることを示している． また， Hall and Mairesse (1995)  は、 1980
年から 1987 年のフランスにおける 197 の製造業企業のデータを用いて、同様の分析を試み






いても、これまで多くの議論が行われてきた。Wakelin (2001) が指摘するように、Romer 
(1986)  や Grossman and Helpman (1991)  などの成長モデルにおいてスピルオーバーについて
議論されて以降、その定量化に対する関心は非常に高まってきた。また、よく議論される
ように、知識のスピルオーバー (knowledge spillovers) は、知識が非競合的かつ排他的な財
であり、他者が自身の生産した財を利用することを制限することができないという性格を




アクセス可能な一般的知識のプール  (pool of general knowledge) にも依存することを指摘し、
特定の産業内に限定した分析では企業間のスピルオーバーを捉えられないことを強調して
                                                        
27 Odagiri and Iwata (1986)  は、 1973 年のオイルショックによる産業構造の変化の影響を考慮
するため、1966-73 年 (135 企業)  と 1974-82 年 (168 企業)  の 2 つの期間にサンプルを分割
して分析している。
 
28 企業・産業レベルでの研究開発投資の収益率については、たとえば，Congressional Budget 
Office (2005)、Wieser (2005)、深尾・権 (2007) によるサーベイを参照されたい。
   22
いる。 
Griliches (1979)  は、スピルオーバーは、レントスピルオーバー (rent  spillovers) と知識ス

























の効果が非常に重要であることを示している。また、Goto and Suzuki (1989) は、日本の産
業レベルのデータを用いて、電子関連 4 産業が他の産業に対して有意に正の知識のスピル
オーバーをもたらしていることを示した。さらに、Odagiri and Kinukawa (1997)  は、トラン
                                                        
29  Terleckyj (1974, 1980)  は、スピルオーバーを測定するために以下の方法を提案した； 
i j E b T i ji ij ≠ = , , 
ここで、bjiは i 産業における産出の中で j 産業へ販売された比率を示し、Eiは i 産業の研究
開発支出額を示している。 Terleckyj (1974)は、 産業間の技術のフローを明らかにするために、
この式を用いて技術フローマトリックスを作成して、供給側の産業における研究開発投資








Jaffe (1986) は、企業が保有する特許のデータを用いて、企業間の技術的類似性 











業 5 業種 ( 化学、一般機械、電気機械、輸送用機械、精密機械)  の企業レベルのデータを用
                                                        
30  その際、まず、各企業が研究に従事している技術分野を特定する必要がある。そこで、
Jaffe (1986)  は、 各企業の K 分野への研究予算の配分比率ベクトル ) ( 1 K F F F … = によって、
各企業の技術ポジション (technological  position) を定義した。ここで、Fkは企業の k 分野へ
の研究予算配分比率を示しているが、現実には研究予算配分に関するデータは観察できな
い。代わりに、Jaffe は、企業の技術分野別の特許登録件数を用いた。このデータを用いて、
企業 i と j の間の技術的類似性 Pijを、i と j の技術ポジションのベクトル Fiと Fjを用いて以
下の式で測定した  (Jaffe, 1986; Jaffe,1988)。 
2 / 1 )] ' )( ' )[( ' (









j ij i R P S . 
これまでの多くの研究は、上記の方法を用いることによって、産業内のスピルオーバー効
果を計測してきた。   24
いて、産業内の研究開発のスピルオーバーの生産性上昇に対する効果を実証的に分析して
いる。この分析は、日本政策投資銀行「企業財務データバンク」に収録されていて、1980
年から 1997 年まで存続している東京・大阪・名古屋の 3 証券取引所に上場している企業を





















Brynjolfsson and Hitt (1995) などがある。わが国の企業データを用いたものとしては、企業
活動基本調査を用いた Motohashi (2003)、ならびに元橋 (2005) が IT 資本ストックの生産力
効果を計測しており、生産の IT 資本に対する弾力性は、製造業で 0.10 から 0.14 に、卸小売
では 0.14 から 0.35 になることを示している。 
第三のネットワーク効果については、産業連関表を使ったネットワーク指標を用いたオ
ランダのサービス業を対象とした van der Wiel and van Leeuwen (2004) や、日本のものでは
企業活動基本調査を用いた Motohashi (2003)、元橋 (2005) がある。情報ネットワークの利
用の有無と生産性の関係についても分析され、 企業内ネットワークの TFP への影響が 90 年
代後半にかけて大きくなってきていると指摘している。一方で、企業間ネットワークの利
用の TFP への影響は、企業内ネットワークに比べて小さいと報告している。また、トラッ
ク運送業に限定した分析であるが、Hubbard (2003)  は、企業レベルのデータを用いて、携帯
情報端末（on-board computers）の導入が、トラックの稼働率の向上を通じて、生産性を上  25
昇させる効果があることを指摘している。 
こうした研究の蓄積が進む中で、 情報ネットワークの活用がTFPに寄与するのであれば、
なぜ全ての企業で IT の活用が進まないか、あるいは、IT 先進国である米国に比べて、日本
や欧州で、なぜ IT 化による生産性上昇を十分に享受できないでいるのかという問いが投げ






米国の Bresnahan et al.(1999)  らによる研究を嚆矢として、精力的に研究が行われている。わ
が国においても、Bresnahan et al.(1999)  に倣って、企業組織に関するアンケートと財務デー
タを組み合わせた研究が行われており、 経済企画庁 (2000)、 徐・栗山 (2002)、 実積ほか(2002)、




ータを用いた研究であるが、 Basu, et al. (2003)  が生産関数の計測によって分析を行っている。


















                                                        
31  詳細は、宮川（2006）の 4－2 節を参照のこと。 



















































一方、鉄道業では、国鉄・JR について、中島・福井 (1996) と中島 (2001) が分割・民営
化までの、織田・大坪 (2000) が民営化後の生産性(TFP)を計測している。これらの研究の
うち、中島 (2001) は、国鉄のデータを路線整備、列車運行、輸送の 3 部門に分割し、それ








アスを除去すると、下落傾向であった TFP が、リストラが進んだ 1990 年代後半では、むし
ろ上昇に転じるという興味深い結果を報告している。また、ヘドニック費用関数を推計し




小包配送への民間参入の影響では、Mizutani and Uranishi (2003)  が、1976 年からのヤマト
                                                        
33  土地利用規制が参入・退出に及ぼす影響については、米国のホテルチェーンを扱った
Suzuki (2007)、沖縄県のコンビニエンスストアを扱った Nishida (2008) がある。また、
Nishimura and Tachibana (1996)、ならびに西村 (1996) は、都道府県別データを用いて小売業













・  電力 
電力については、電力中央研究所の研究者を中心に精力的な研究が進められており、分
析手法も、分析目的に応じて、TFP のみならず、Stochastic Frontier モデルや DEA なども用





伊藤ほか (2004) は、1996 年以降の規制改革の効果について分析しており、1996 から 1999






（1990） 、粕谷（1989） 、堀・吉田（1996） 、本間・神門・寺西（1996） 、大森・中島（2000）
が効率性・生産性の計測を行っている。証券業については松浦（1996） 、生命保険業につい









る諸研究としては、 Freixas and Roched (1998, pp.77-81)、 あるいは、 Triplett and Bosworth (2004) 
の第 5 章～第 7 章を参照のこと。   29
公営バス事業を研究した研究として、宮良・福重（2002） 、Mizutani and Urakami (2003)、
湯川 (2005)、城金 (2007) がある。このうち、湯川は、公営バスと民営バスの効率性を比較
しており、地域属性を調整すると、公営事業者のほうが効率的であると結論づけている。
城金は、経営効率性、技術効率性の決定要因を分析し、平均速度が有意であったことから、




病院の生産性を分析したものとしては、青木・漆 (1994) と中島ほか (2000) がある。両
者とも公営と民営の病院の効率性、 あるいは TFP を比較しており、 青木・漆 (1994) は DEA
























産性変化のみに注目したものが多い。 一方、 欧米の諸研究をみると、 Olley and Pakes (1996)  は
通信業の規制改革に伴う通信機器製造業での参入・退出と生産性の関係を論じており、資  30
本蓄積の内生性や退出による sample selection を考慮した分析を行っている。また、彼らが
開発した推定方法は、制度変更などの外的なショックが、事業所の退出や生産性に及ぼす
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と価格 Q は等しくなるので、利潤最大化条件、P=MR=MC となる、また、規模に対して収
穫一定であれば、限界費用(MC)と平均費用(AC=C/Y)は等しくなることを利用すると、 
i i i i i Y C AC MC Q = = =          (A1) 
を得る。さらに、総費用 C は、要素価格(P)と要素投入量(X)の積であるので、 
i i i i i X P C Y Q = =              (A2) 












一方、不完全競争のときの利潤最大化条件は、需要の価格弾力性の逆数を λ とするとき、  
i i i MC Q = − ) 1 ( λ               (A3) 
となる。この場合、完全分配式(A2)は以下のように書き換えられる。 











なので、もし、Y, X、あるいは、P, Q について、個
別企業ごとに正確な値を知ることができれば、特に問題は生じない。たとえば、電力供給




き、マークアップ率が高い事業者（ Q Q i i > − ) 1 ( λ とする）は、その分、総収入 R が大き
くなるので、 
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であり、生産性指標は過大評価されることになる。   47














































データベースなどの有価証券報告書データを用いた Hayashi and Inoue (1991, pp.748-752)、 あ
るいは鈴木（2001, pp.34-38）では、5 種類の資本財（非住宅建物、構築物、機械装置、船舶・
車両・運搬設備、工具・備品）別の設備投資額（有形固定資産の増分＋減価償却額）を推
計し、Hulten and Wykoff(1979, 1981)によって推計された償却率で、以下の計算式で、資産 j
別の資本ストック(K)を推計している。 
jt jt jt I K K + − = −1 ) 1 ( δ  
資本財価格としては、日本銀行の企業物価指数（卸売物価指数）を用いている。資本ス







38。 また、 1991 年以前の有形固定資







                                                        
36  資本ストックの推計方法に関する諸問題については、野村（2004）が詳しい。 
37  企業活動基本調査には、 「設備投資額」という項目が質問項目にあるが、Nishimura, 
Nakajima and Kiyota (2005, Appendix Supplementary explanation to N2K panel)では、 「設備投資
額」は、欠損値が多いため利用が困難であり、有形固定資産の増分を利用することを薦め
ている。 
38  企業活動基本調査の個票と JIP データベースの産業別資本財構成や償却率を組み合わせ
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39  雇用形態別労働者集計は、理論的には、労働コストの情報を用いた Divisia 集計が望まし
い。しかし、企業・事業所データを用いる場合、パート従業者がゼロである事業所が少な




になるため、大胆に税制の影響を無視して資本の使用者価格を定義する研究も少なくない。    50
補論 C.  ダイナミック・パネルデータ・モデルとシステム GMM 
 
まず被説明変数のラグ項を含まない、次の式を考えよう。 
yit = α + β  xit + uit                                      ( C 1 )  
i は個体を表す添え字、t は時間を表す。uit は残差を表すが、通常のパネルデータ・モデル
では、この残差は以下のように個体効果を含んでいる。 
uit = μi  +  νit                                           ( C 2 )  
μiが個体効果で、νitが残る残差である。(C1)式に(C2)式を代入すると、以下のように書き換
えられる。 
yit = α + β  xit + μi  +  νit                                     ( C 3 )  
この個体効果は当然説明変数 x にも影響を与えることが多いため、たとえ xitが νitに対して
外生的であるとしても、 (C1)式を OLS で推定すると、 推定値はバイアスを持つことになる。
そこで、サンプル平均（時間に対する平均）からの階差をとることで、推定式から個別効
果を除去したものが推定される。まず(C3)式のサンプル平均を取ると、 
Yi = α + β  Xi + μi  +  Νi                                      ( C 4 )  
となる。Y、X、Ν は y、x、ν それぞれの平均値である。時間に関する添え字がなくなってい
ること、個体効果は時間に対して不変のため何も変わっていないことに注意せよ。個体効
果を除去するために、(C3)式から(C4)式を引くと、以下が得られる。 
yit - Yi = β ( xit -  X i)  +  (νit -   Νi)                                 (C5) 
個別効果が推定式に含まれていないため、 (yit - Yi)を(xit - Xi)に対して OLS で推定することで、
β に関する不偏推定量が得られる。 
  ここで、xitが νitに対して先決的であるケースを考えよう。このとき、(xit - Xi)は(νit - Νi)と
相関を持つため、(C5)式の OLS 推定値はバイアスを持つ。個体効果を持たないシンプルな
モデルの場合（uit = νit） 、最も容易に不偏推定量を得る方法として、xitは νitに対して内生的
であるが xit-1は νitに対して外生的であると仮定し、(C1)式の代わりに 




yit - Yi = β ( xit-1 -  X i)  +  (νit -   Νi)                                 (C7) 
平均の定義上、Xiは xitを含み、Νiは νitを含むため、xit-1は νitに対して外生的であるとして
も、xitと νitが相関することから、(xit-1 - Xi)と(νit - Νi)は相関し、(C7)式の OLS 推定値はバイ
アスを持つことになる。 
  それではいよいよ被説明変数のラグ項を含む、以下の式を考えよう。 
yit = α + γ y it-1 + β  xit + μi  +  νit                                 ( C 8 )  
被説明変数のラグ項を含むパネルデータ・モデルは、ダイナミック・パネルデータ・モデ  51
ルと呼ばれている。まず xitが νitに対して外生的であるケースを考えよう。yitは時間不変な
項 μiと相関を持つため、yit-1も μiと相関し、(C8)式の OLS 推定値はバイアスを持つ。さらに
個別効果を除去した以下の式 
yit - Yi = γ  (yit-1 - Yi) + β ( xit-1 -  X i)  +  (νit -   Νi)                        (C9) 
を考えると、平均の定義上、yit-1 と Νi が相関を持つことから（Νi は νit-1 を含む） 、(C9)式の
OLS 推定値も依然としてバイアスを持つことになる。そのため、Arellano and Bond (1991)
は以下のような推定方法（以下、ABond）を考案した。まず(C8)式の一期ラグを(C8)式から
引いた以下の式を考える。 
yit -  y it-1 =  γ  (yit-1 -  y it-2) + β ( xit -  x it-1)  +  (νit -  νit-1)                     (C10) 
t = 3 のとき、これは以下のように表される。 
yi3 -  y i2 =  γ  (yi2 -  y i1) + β ( xi3 -  x i2)  + (νi3 -  νi2)                     (C11) 
今、νitは系列相関していないとしよう。このとき、yi1は(yi2 - yi1)と相関を持ち、(νi3 - νi2)とは
相関を持たない。したがって、(C11)式において、xi3、xi2、xi1に加え、yi1は操作変数として
適切な変数となる。同様に、t = 4 のとき、 
yi4 -  y i3 =  γ  (yi3 -  y i2) + β ( xi4 -  x i3)  + (νi4 -  νi3)                     (C12) 
において、xi4、xi3、xi2、xi1に加え、yi2と yi1は操作変数として適切な変数となる。これを繰
り返していくと、 結局、 (C10)式において、 [xit ,…, xi1]、 [yit-2 ,…, yi1]は有効な操作変数となり、
これらを操作変数として用いて(C10)式を GMM により推定する方法が、ABond である。も
し xitが νitに対して先決的であるならば、 適切な操作変数は[xit-1 ,…, xi1]、 [yit-2 ,…, yi1]となる。 
  Blundenll and Bond (1998)は、γ が 1 に近く、個体効果と残差の分散比が大きいとき、(C8)
式と(10)式を連立方程式体系として同時に推定すると（以下、BBond） 、より有効な推定値
が得られることを示した。(C10)式における操作変数のリストは ABond と同様である。引き
続き、νitは系列相関していないとしよう。このとき、(yit-1 - yit-2)  は、yit-1と相関を持つ一方
で、 階差をとっているため(μi + νit)とは相関を持たない。 したがって、 (C8)式において、 [xit ,…, 
xi1]に加え、 [(yit-1 - yit-2) ,…, (yi2 - yi1)]は適切な操作変数となる。 これらを操作変数として、 (C8)
式と(C10)式を連立方程式体系として GMM 推定する手法が、 BBond であり、 システム GMM
と呼ばれている。もし xitが νitに対して先決的であるならば、両式における適切な操作変数
は[xit-1 ,…, xi1]、[yit-2 ,…, yi1]となる。最後に、これまで ABond や BBond が一致性も持つため
には、νitが系列相関していないことが必要であると述べてきた。これをテストするために、
(νit - νit-1)において 2 階の系列相関がないかどうか検証されている。 
 
 